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1 さいたま市地域公共交通網形成計画における基本的な考え方について

これまでの協議会における議論を踏まえて、さいたま市の公共交通に対する考え方を、下表に整理する。 

分類 考え方 

計画の区域

・ 計画の対象区域は「さいたま市全域」とする。 

・ ただし、さいたま市では当面人口が増加傾向にあるものの、いずれ人口が減少する局面を迎えることから、コンパクト・プラス・ネットワークの都市構造を目指して、 

市街化区域等の人口が集中している地区に公共交通軸を位置づけることとする。 

計画の期間
・ 公共交通の将来を見据えた計画とし、事業者が策定する経営計画等の検討材料となることを期待していることから、計画期間は10年間（2021～2030年度）とする。

・ ただし、社会情勢や公共交通を取り巻く環境の変化を踏まえ、計画期間の中間年度（2025年度）に検証を行い、必要に応じて見直すこととする。 

対象とする

公共交通 
・ 本計画では、公共交通を「不特定多数の誰もが利用できる移動手段」として、鉄道、バス、コミュニティバス、乗合タクシー、タクシー、シェアサイクルを対象とする。

また、施策の検討にあたっての実施主体や役割についての基本的な考え方を以下に整理する。 

分類 考え方 根拠資料 

施策の実施

主体 

・ 民間事業者による自主事業を含め、目標達成のために必要となる事業を位置づける。 

・ 施策の実施主体は、交通事業者・交通施設管理者、さいたま市、市民（地域）が想定され、

３者の役割分担と連携によって施策を展開することを想定する。（具体的な役割分担や連

携方策については次回以降に検討することを予定）

地域公共交通網形成計画の手引き 

・ 民間事業者による自主事業も含め、目標達成のために必要となる事業を網羅的に記載 

交通政策基本法 

＜地方公共団体＞ 

・ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共

団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

・ 地方公共団体は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する住民その他の者の理解を深め、

かつ、その協力を得るよう努めなければならない。 

＜国民＞ 

・ 国民等は、基本理念についての理解を深め、その実現に向けて自ら取り組むことが出来る活動に主体

的に取り組むよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関する施策に協力するよう

努めることによって、基本理念の実現に積極的な役割を果たすものとする。 

＜交通事業者及び交通施設管理者＞ 

・ 交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念の実現に重要な役割を有していることに鑑み、その業

務を適切に行うよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

・ 交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念にのっとり、その業務を行うに当たっては、当該業務

に係る正確かつ適切な情報の提供に努めるものとする。 

施策を実施

する上での

留意事項 

・ まちづくりや観光、健康、環境、防災等の他分野と連携し、相乗効果を発揮することで、

さいたま市の魅力向上に寄与するように努める。

地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針 

「地域公共交通の活性化及び再生は、交通分野の課題の解決にとどまらず、将来の都市構造の構築に向け

た中長期的なまちづくりにおいても、また、より短期的なまちづくりにおいても重要である。さらには、

観光振興や健康、福祉、環境など様々な分野で大きな効果をもたらすためのものである。」 

地域公共交通網形成計画の基本方針等について 資料１ 

さいたま市 

交通事業者・ 

交通施設管理者 
市民（地域） 

連携

役割（例）： 

施策の策定・実施 

財政負担（必要に応じて） 

役割（例）： 

積極的な利用と費用負担

（受益者負担） 

計画・運営への参画 

役割（例）： 
公共交通サービス

の提供
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2 さいたま市の交通に関する現状と課題について                                                

前回協議会における委員からの意見を踏まえ、さいたま市の交通に関する現状と課題を下表の通りに修正する。 

人
口

公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス

さいたま市の公共交通に関する現状と課題 まとめ
統計データ等による現状 公共交通に関する課題 市民意識 

①集約型都市構造の維持に資する 

移動サービスの拡充 
■今後の人口減少局面を迎えるに当たっては集約型都市構造の維持が課題
であり、居住や都市機能の誘導を支援する公共交通サービスが求められ
る。 

■公共交通サービスに対する市民ニーズを見ると、運行本数及び定時性・速
達性が不満度、重要度ともに高く、これらを重視したサービス拡充が求
められる。 

○遅延状況は、大宮駅、浦和駅に向かう路線の朝ピーク時
の平均で 10～15 分、最大で 30 分程度発生している。 

○市内拠点地区（都心・副都心地区等）周辺の公共交通
サービスについては、約 7 割がサービスの充実を求
めている。 

③都心・副都心間を繋ぐ 

公共交通ネットワークの充実 
■市外来訪者の公共交通を利用した回遊が少ない一方、都心・副都心地区周
辺の公共交通サービス充実に対する市民ニーズは高い。 

■よって、東京オリンピック・パラリンピック等を契機としながら、観光回
遊を含めた都心・副都心間の連携強化を図る公共交通ネットワーク充実
が求められる。 

○コミュニティバスの維持・充実について、積極的な公的
支援により路線を拡充すべきとの意見が最も多い。 

②多様な公共交通の充実による生活の質の向上
■公共交通不便地域では公共交通分担率や外出頻度が低い傾向にあり、公共
交通を充実させて、安心して外出できる環境を整えることで、生活の質を
向上させることが求められる。

○駅前広場が整備されておらず、鉄道とバスの乗換環境が
十分でない駅もある。 ○「バス停環境（上屋・ベンチ・情報提供等）」に対する

不満度は、バスの中で最も高い。 

⑥乗継利便性・バス待ち環境の向上 
■鉄道とバス及びバス同士の乗換では、ダイヤ接続や駅前広場整備が十分と
言えない状況であり、乗継環境の向上が求められる。 

■バス停環境は、バスサービスの中で不満の割合が最も高く、バス利用の抵
抗とならないような上屋やベンチ、情報提供等の待ち環境向上が求めら
れる。

○鉄道のピーク時混雑率は減少傾向にあるものの、依然と
して 150％を超える路線も存在する。 

⑤鉄道の混雑緩和 
■鉄道サービスでは「車内の混雑状況」が不満度、重要度ともに高く、人口
減少・少子高齢化局面における生産年齢人口の居住促進の観点からも、混
雑緩和が求められる。 

⑦持続性の確保 
■厳しい財政制約や人口減少下において公共交通サービスを維持・拡充し、
集約型都市構造の維持や観光振興等のまちづくりに寄与するため、公共
交通の利用促進や担い手の確保が求められる。 

推
移

分
布

バ
ス

鉄
道

交
通
結
節

○人口は 2025 年をピークに減少傾向に転じると見込まれ
ている。 

○高齢者人口は 2045 年頃まで増加し続け、高齢化率は増
加の一途をたどると見込まれている。 

○人口は、面積の 5割強を占める市街化区域に 9割弱が集
中している。 

○高齢化率は、全体的に市街化区域外で高い傾向にあるが、
市街化区域においても高い地域がある。 

○人口の増加に伴い、公共交通の利用者は増加傾向にある
が、バスの伸び率は鉄道と比べて低い。 

○コミュニティバス利用者数の推移はほぼ横ばいであり、
収支率は平均で 3割程度となっている。 

○運行本数は、日中は朝より少ない地域が多く、市街化区
域内及び都心や副都心間でも本数が少ない地域がある。

○通勤通学目的は、東京都内に向かう割合が比較的高い一
方、私用目的は市内移動の割合が高い。 

○通勤通学目的は鉄道の利用割合が高い一方、私用目的は
自動車の利用割合が高い。 

移
動
実
態

市
民

来
訪
者

○市外来訪者の市内回遊トリップ（私用目的）は、来訪トリ
ップの 4分の 1未満に留まり、千葉市や横浜市より低い。

○来訪手段は公共交通が 5 割弱を占めるが、市内回遊では
2 割未満に留まり、公共交通利用者の広域的な回遊利便
性が低い可能性がある。 

○市民の約 3 割が現在バスを利用していないが、サービ
スによっては利用したいと考えている。 

○公共交通の代わりに利用する交通手段は自動車が最も
多く、約 4割を占める（うち１割が家族等の送迎）。 

○市街化区域内においても一部地域が公共交通空白地域、
バス運行本数が少ない公共交通不便地域となっている。

○公共交通不便地域では、私事目的における高齢者や女性
の外出頻度が低い傾向にある。 

公
共
交
通

利
用
状
況

○鉄道の「車内の混雑状況」が不満度・重要度ともに高い。

○新幹線・高速道路等の広域交通基盤整備が充実しており、
東日本の交通の結節点としての役割を担っている。 

広
域

④広域交通拠点性の強化 
■東日本の中枢都市としてのポテンシャル向上に向けて、他都市間の連携強
化や、広域交通と地域交通との連携強化が求められる。 

○バスの「運行間隔」及び「速達性・定時性」が不満度・
重要度ともに高い。 

○バスやタクシー等の運転手に対する労働力不足感は強
く、年齢構成を見ても 50 代以上が半数以上を占めてい
る。 

担
い
手
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3 目指す将来像・基本方針の設定                                              

前回協議会における委員からの意見を踏まえ、目指す将来像・基本方針の設定を下表の通りに修正する。 

課題①：集約型都市構造の維持に資

する移動サービスの拡充

公共交通に関する課題 

市外への移動 

◇東京都心や全国各地へ、目的やシーン等に応じて鉄道路線（新幹線を含む）、高速バス、航空機など複数の

交通手段で便利に移動できる。 

市外からの来訪 

◇東京都心や国内各地から、目的やシーン等に応じて鉄道路線（新幹線含む）、高速バス、航空機など複数の

交通手段で便利に来訪できる。 

目指す将来像（案） 

（１）市民の日常生活における移動手段の確保 
（２）便利で、利用され、魅力的なまちを支え続ける公共交通ネットワークの構築 
（３）持続可能な公共交通ネットワークの実現 

課題②：多様な公共交通の充実に 

よる生活の質の向上 

課題③：都心・副都心間を繋ぐ公共

交通ネットワークの充実 

課題④：広域交通拠点性の強化 

課題⑤：鉄道の混雑緩和 

課題⑥：乗継利便性・バス待ち環境

の向上 

課題⑦：持続性の確保 

市民生活の視点

市内拠点・鉄道駅へのアクセス 

◇鉄道駅周辺・幹線的なバス路線沿線では、便利に公共交通を利用して移動できる。 

◇鉄道駅から離れた地域では、市内の都心・副都心等の拠点及び鉄道駅へ路線バス等で便利に移動できる。

生活交通（区内移動など） 

◇人口密度が比較的低い地域では、地域のニーズに応じて、コミュニティバス、乗合タクシー、タクシー、シェ

アサイクル等により、鉄道駅や幹線的なバス路線のバス停、生活利便施設に安心して移動できる。 

公共交通全体 

◇鉄道、バス、コミュニティバス、乗合タクシー、タクシー、シェアサイクル等の公共交通を充実することで、

誰もが便利に移動できる。 

◇駅構内の移動、乗り継ぎに伴う移動、待ち時間、待ち環境等の負担を少なくし、公共交通を快適に利用できる。

◇代替交通手段（リダンダンシー）の確保により、災害等の非常時に公共交通によって移動または避難すること

ができる。また、燃料電池自動車（FCV）や電気自動車（ＥＶ）などの次世代自動車の導入を進めることで、

環境負荷の軽減に貢献するとともに、非常用電源等にも活用できる。 

◇先進技術等の活用により、便利で効率的なサービスやわかりやすい情報が提供され、便利に公共交通を利用で

きる。 

◇公共交通の利用促進により、自動車利用が抑制され、環境負荷が低減し、交通事故等が軽減できる。

◇公共交通の利用者が増えることで、公共交通サービスが維持される。

来訪者の視点

市内における回遊 

◇市内拠点間は鉄道等の定時性・速達性が高い手段で便利に移動できる。 

◇観光・集客施設が集積する都心周辺では、バスやシェアサイクル等で便利に楽しく移動できる。 

公共交通全体 

◇公共交通に関する案内等が充実し、外国人をはじめとする来訪者が安心して移動できる。 

基本方針（案） 

１.市民・来訪者の交流を

支える広域移動・市内

拠点間移動における利

便性確保

２.集約型都市構造の維持

に向けた市内拠点・鉄

道駅へのアクセスにお

ける利便性確保

３.地域のニーズに応じた

生活交通の維持・確保

４.まちの賑わいを創出す

る都心周辺回遊交通の

強化

６.みんなでつくり、支

え、育む公共交通 

基本方針に沿った 

公共交通ネットワークを検討する

５.ＡＩ等の技術革新に伴う

次世代技術・サービスの

研究

時代・社会からの要請 

■人口減少・少子高齢社会への対応 

■豊かな国民生活の実現（日常生活の移

動確保など） 

■国際競争力の強化 

■地域の活力の向上 

■大規模災害への対応 

■環境負荷の低減 

■適切な役割分担と連携 

今回追加
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4 目指す公共交通ネットワークの検討                                         

前ページで設定した基本方針に沿って、既存の統計資料等を活用し、下表・下図に示す３分類・６つの軸などを設定する。 

基本方針 基本方針に沿って設定する軸など 役割 対象エリア 担う交通手段 

１.市民・来訪者の交流を支える広

域移動・市内拠点間移動におけ

る利便性確保 
市外・市内拠点間連係軸 

広域幹線軸  東京都心等の市外との連係 
 市内の都心・副都心間の連絡 

全域 

・鉄道（新幹線含む） 

・高速バス※2

鉄道補完軸  「市外・市内拠点間幹線軸」のうち鉄道が
存在しない部分を補完 

・路線バス又は鉄軌道※3

２.集約型都市構造の維持に向けた

市内拠点・鉄道駅へのアクセス

における利便性確保 
市内拠点・鉄道駅への 

アクセス軸 

都心・主要駅アクセス 

幹線軸 

 人口集中地区から都心（主要駅）へのアク
セスとして高い利便性を確保 人 口 集 中 地 区

（DID地区※1）
・路線バス 

鉄道駅アクセス軸  人口集中地区から鉄道駅へのアクセス 

３.地域のニーズに応じた生活交通

の維持・確保 

補完的な公共交通 

支線・区内交通  人口が多い・高齢化率が高い地域から生活
利便施設や公共交通軸へのアクセス 

人口集中地区・ 

地区外の両方 

・コミュニティバス 

・乗合タクシー 

４.まちの賑わいを創出する都心周

辺回遊交通の強化 
都心回遊交通  都心周辺の観光・集客施設の回遊及び駅間

移動に対応 
都心周辺 

・バス・タクシー 

・シェアサイクル 

５.ＡＩ等の技術革新に伴う次世代

技術・サービスの研究


６.みんなでつくり、支え、育む公共

交通 
―

―
 ― ― ―

※1：DID 地区とは 

人口密度 4,000 人/km2 以上の町丁目等が隣接しており、かつそれらの隣接した地域の人口が

5,000 人以上である地域を指す 

※2：高速バスとは 

主に高速道路を運行する乗合バスを指す（高速ツアーバスは2013 年 8月より高速乗合バスに

移行・一本化された） 

※3：鉄軌道とは 

鉄道と軌道の総称。軌道とはレールが道路上に設けられる路面電車（LRTを含む）を指す。

軸は設定しない

目指す公共交通ネットワーク（案） 

バス起終点・分岐点
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5 成果指標及び目標値                                                      

成果指標及び目標値は、基本方針に沿って、以下のとおり設定する。 

【参考】市民意識調査結果 

基本方針 対応する軸 担う交通手段 成果指標【目標値】 成果指標・目標値の設定理由 

１.市民・来訪者の交流を支

える広域移動・市内拠点

間移動における利便性確

保 

市外・市内

拠点間連係

軸 

広域幹線軸 ・鉄道（新幹線含む）

・高速バス 

・鉄道の「車内の混雑状況」に対する市民満足度

【現状以上】 

・ 鉄道の混雑状況は市民意識から改善の優先度が高いため、現状以上の水準

を目指す。 

鉄道補完軸 ・路線バス 

又は鉄軌道
・都心・副都心間の所要時間【30分以内】 

・ 拠点間の連携や広域的な回遊性を向上するため、都心・副都心間の所要時

間30分以内を目指す。 

２.集約型都市構造の維持に

向けた市内拠点・鉄道駅

へのアクセスにおける利

便性確保 
市内拠点・

鉄道駅への

アクセス軸

都心・主要駅 

アクセス幹線軸 

・路線バス 

・運行間隔【朝夕・日中ともに 10分以内】 

・DID 地区内から都心（主要駅）までの所要時間

【概ね 20分以内】 

・朝ピーク時における遅れ時間【５分以内】 

・ 集約型都市構造維持の核とするため、市民意識から改善の優先度が高い「運

行間隔」「速達性・定時性」を強化し、待ち時間や遅れ時間を含めても都

心・拠点駅に概ね30分以内を目指す。 

鉄道駅 

アクセス軸 ・運行間隔【現状以上】 ・ 路線やサービスの維持を図っていくため、現状以上の運行間隔を目指す。

３.地域のニーズに応じた生

活交通の維持・確保 

補完的な

公共交通

支線・区内交通 ・コミュニティバス・

乗合タクシー 

・コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数

【現状以上】 
・ 利用状況の観点から評価を行うため、コミュニティバス・乗合タクシーの

利用者数を成果指標として設定する。 

４.まちの賑わいを創出する

都心周辺回遊交通の強化 都心回遊交通 ・シェアサイクル 

・バス・タクシー 

・シェアサイクルの利用回数【現状以上】 

（・都心部周辺循環バスの利用者数） 

・ 都心周辺の回遊性強化を図るため、その役割を果たすために導入されてい

るシェアサイクルの利用回数を現状以上とする。 

・ また、都心部周辺循環バスが導入された場合には、その利用者数を成果指

標として設定する。 
５．ＡＩ等の技術革新に伴
う次世代技術・サービス
の研究

― ― ― 検討中 検討中 

６.みんなでつくり、支え、育

む公共交通 

― ― ―

・鉄道・バスに対する総合的な満足度【現状以上】

・市内の鉄道・バス利用者数【現状以上】 

・鉄道やバスの代わりに自動車を利用する人の

割合【現状以下】 

・バス、タクシーのうち次世代自動車の割合【10%

以上】 

・ 市民目線からの公共交通サービスの改善度合いを把握するため、総合的な

満足度を成果指標とする。 

・ 公共交通の持続可能性を確保するため、市内の鉄道・バス利用者数を現状

以上とする。 

・ 環境及び安全性の観点から、自動車から公共交通への転換を促進し、鉄道

やバスの代わりに自動車を利用する人の割合は現状以下を目指す。

・ 災害対策の観点から、非常時の電源を確保するために、バス・タクシーの

うち EV・燃料電池自動車などの次世代自動車の割合を一定以上とするこ

とを目指す。

運行間隔

始発時刻

終電時刻

車内の混雑状況

定時性駅施設
運賃

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

満
足
度
（平
均
点
）

重要度（合計得点）

改善の優先度が高い

改善の優先度が低い

高

高

低

14.4% 56.4% 24.4% 3.2%
1.3% 0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
バス運行間隔の望ましい水準 N=312

5分以内 6～10分 11～20分 21～30分 31～60分 61分以上

13.4% 30.8% 40.0% 14.1% 1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
許容可能な遅れ時間 N=305

許容しない 1～2分 3～4分 5～6分 7～10分 11分以上

改善の優先度が高いサービス項目（鉄道、バス） サービス項目の望ましい水準（5割超となる水準） 

運行間隔

始発時刻

終バス時刻

車内の混雑状況

速達性・定時性

鉄道やバスとの乗換

自宅からバス停までの徒歩時間

バス停環境

バリアフリー対応

運賃

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

満
足
度
（
平
均
点
）

重要度（合計得点）

改善の優先度が高い

改善の優先度が低い

高

高

低

サービス項目の重要度と満足度（左：鉄道、右：バス）

バス運行間隔

の望ましい水

準は、６分以

上で約９割 

許容可能な遅

れ時間は５分

以上で約６割 

鉄道は車内の混雑状況、バスは速達性・定時性

及び運行間隔の項目が、改善の優先度が高い。
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基本方針１「市民・来訪者の交流を支える広域移動・市内拠点間移動 

における利便性確保」

朝 日中 夕方
大宮 32（37 ） 38（38 ） 34（36 ）
浦和 28（29 ） 33（27 ） 30（30 ）

副都心 岩槻 44（27 ） 46（28 ） 46（30 ）

副都心
浦和美園

都心

（電車…赤字／バス…青字）

・副都心・都心間の所要時間は、浦和美園駅・大宮駅間のみ、鉄道・バスともに30分を上

回っており、速達性の向上が求められる。 

対象路線の現況水準 【所要時間】 

サービス向上・維持の必要性 

   都心・副都心間の所要時間【30 分以内】 成果指標【目標値】

成果指標・目標値について ※前回から修正したもののみ記載（すべての成果指標・目標値は【参考】に記載）

※H29.2～西区指扇地区の乗合タクシーが本格運行を開始したことにより、

2017年度に乗合タクシーの利用者数が大幅に増加している。

293,140 301,455 313,420 325,855 332,607

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

2013 2014 2015 2016 2017

コミュニティバス利用者数

11,560 11,977
13,129 13,482

23,021

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013 2014 2015 2016 2017

乗合タクシー利用者数

コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数【現状以上】 成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

・コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数は、年々増加傾向にあり、利用促進等によ

り、さらなる利用者増を目指していくことが求められる。

現況水準【コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数】 

※乗換え時間を含む 

※平成30年10月時点のダイヤより

※鉄道で結ばれていない都心･副都心間

を対象 

（左記以外の鉄道で結ばれている都心･

副都心間は30分以内となっている）

朝：８時頃到着（浦和美園→都心方向／岩槻→浦和美園方向） 

日中：12時到着（浦和美園→都心方向／岩槻→浦和美園方向）

夕方：18時到着（朝･日中と逆方向） 

浦和美園・大宮間で

は 30分を超過 

都心・副都心間の所要時間            ※単位：分 

浦和美園・大宮間では

30分を超過 

目標値： 

年間 35.6 万人以上

出典：さいたま市資料

基本方針３「地域のニーズに応じた生活交通の維持・確保」
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検討中 

検討中成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

検討中

現況水準 

基本方針５「ＡＩ等の技術革新に伴う次世代技術・サービスの研究」

シェアサイクル利用回数の推移 

基本方針４「まちの賑わいを創出する都心周辺回遊交通の強化」

シェアサイクル利用回数（都市部周辺循環バスの利用者数）【現状以上】成果指標【目標値】

現況水準【シェアサイクル利用回数（都市部周辺循環バスの利用者数）】 

出典：さいたま市資料

※都心部周辺循環バスは現状では導入されていない

7 5 79 35 7 8 37 57 30 22 55 265 477
993

1,916
2,639

3,554
4,033

4,833 4,957 4,712

6,526 6,614

8,535

12,442

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

利用回数
目標値：月間1.2 万回以上

サービス向上・維持の必要性 

・シェアサイクル利用回数は、経年的に増加傾向にあり、都心周辺回遊の活性化や来訪者

の増加により、さらなる増加を図ることが求められる。 
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基本方針６「みんなでつくり、支え、育む公共交通」 

・鉄道やバスの代わりに自動車を利用する人の割合【現状以下】 

・バス、タクシーのうちＥＶ・燃料電池自動車の割合【10%以上】

成果指標【目標値】

14.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全体

公共交通の代わりに自動車を利用する割合

現況水準 【鉄道やバスの代わりに自動車を利用する人の割合】 

・鉄道・バスの代わりに自動車を利用する人の割合については、現状で約 15%であり、

公共交通サービスの維持・向上や、自動車から公共交通への転換促進により、現状以下

とすることが求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

目標値：14.6％以下

出典：市民意識調査（平成30年１月）

問2-1、問2-3、問2-5 を元に算出

【参考】さいたま市内次世代自動車普及状況

※次世代自動車…電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド（プラグイン含む）

自動車、燃料電池自動車 

単位：台

年度 H27 H28 H29

目標指標（総振実施計画等） 51,500 59,600 65,700

次世代自動車合計 52,955 61,751 70,387

四輪自動車合計 561,928 567,626 570,729

次世代自動車普及率 9.4% 10.88% 12.33%

現況水準【バス、タクシーのうち次世代自動車の割合】 

・バス・タクシーのうち、環境性能が高く、災害時の電力供給が可能な電気自動車（プラ

グインハイブリッド自動車を含む）や燃料電池自動車などの次世代自動車の割合１割以

上を目指す。 

サービス向上・維持の必要性 

出典：次世代自動車戦略2010（経済産業省）
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【参考】DID 地区と市街化区域の関係について

DID 地区 市街化区域 

定義 
 人口密度 4,000 人/km2 以上の町丁目等が隣接しており、かつそれらの隣接した地域の人口が

5,000 人以上である地域 

 すでに市街地を形成している区域及びおおむね十年以内に優先的かつ計画的に市街化を図

るべき区域

面積 117.2 Km2（市全体面積の 53.9%） 117.0 Km2（市全体面積の 53.8%） 

人口 117 万人（2015 年度時点）（市全体人口の 92.2%） 115 万人（2015 年度時点）（市全体人口の 91.0%） 

区域 

DID 地区

と市街化

区域との

重ね合わ

せ 

2018 年度現在 

市街化区域に挟まれて

いる市街化調整区域の

一部が含まれない 

DID 地区には、新規の

郊外部の面整備事業地

域や縁辺部の工業系用

途地域が含まれない。

2015 年度時点 
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DID 地区 市街化区域 

人口 

密度 

高齢化率

市街化区域のうち、

DID 地区に含まれない

区域は人口密度が低い 

高齢化率は、DID 地区、

市街化区域のいずれにも

含まれない郊外部で高い 

高齢化率は、DID 地区、

市街化区域のいずれにも

含まれない郊外部で高い 
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基本方針１「市民・来訪者の交流を支える広域移動・市内拠点間移動における利便性確保」 

朝 日中 夕方
大宮 32（37 ） 38（38 ） 34（36 ）
浦和 28（29 ） 33（27 ） 30（30 ）

副都心 岩槻 44（27 ） 46（28 ） 46（30 ）

副都心
浦和美園

都心

（電車…赤字／バス…青字）

対象路線の現況水準 【市民満足度】 

・副都心・都心間の所要時間は、浦和美園駅・大宮駅間において、鉄道・バスともに 30

分を上回っており、速達性の向上が求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

鉄道の「車内の混雑状況」に対する市民満足度【現状以上】 成果指標【目標値】

対象路線の現況水準 【所要時間】 

・「鉄道の車内混雑」に対する市民満足度は、約 9.4％に留まるため、市内路線の混雑状

況を改善することにより、現状以上とすることが求められる。 

【参考】市内路線の最混雑区間における混雑率は、「JR 埼京線」が 180％、「JR 京浜東北線」 

「JR 武蔵野線」「JR 高崎線」が 150％を上回っており改善が求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

   都心・副都心間の所要時間【30 分以内】 成果指標【目標値】

出典：国土交通省ホームページ 平成 29年度実績値

【参考】市内路線の最混雑断面におけるピーク時混雑率 

鉄道の「車内の混雑状況」に対する満足度 

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

鉄道

車内の混雑状況に対する満足度

（満足＋やや満足）

N=329

143
166 173 170

185

123 128
107

0

50

100

150

200

ＪＲ宇都宮線

（土呂～大宮）

ＪＲ高崎線

（宮原～大宮）

ＪＲ京浜東北線

（川口～赤羽）

ＪＲ武蔵野線

（東浦和～南浦和）

Ｊ埼京線

（板橋～池袋）

埼玉高速鉄道

（川口元郷

～赤羽岩淵）

東武野田線

（北大宮～大宮）

埼玉新都市交通

伊奈線

（鉄道博物館～大宮）

市内鉄道路線における最混雑区間の混雑率（％）（％）

出典：市民意識調査（平成30年１月）

目標値が現状以上の場合：9.4％以上

※乗換え時間を含む 

※平成30年10月時点のダイヤより

【参考】成果指標・目標値について

※鉄道で結ばれていない都心･副都心間

を対象 

（左記以外の鉄道で結ばれている都心･

副都心間は30分以内となっている）

朝：８時頃到着（浦和美園→都心方向／岩槻→浦和美園方向） 

日中：12時到着（浦和美園→都心方向／岩槻→浦和美園方向）

夕方：18時到着（朝･日中と逆方向） 

都心・副都心間の所要時間            ※単位：分

浦和美園・大宮間で

は 30分を超過 

浦和美園・大宮間では

30分を超過 



12 

基本方針２「集約型都市構造の維持に向けた市内拠点・鉄道駅へのアクセスにおける利便性確保」 

都心・主要駅アクセス幹線軸の運行間隔【朝夕、日中ともに 10分間隔以内】 

・都心・主要駅アクセス幹線軸の運行間隔は、DID 地区内では朝夕、日中ともに 10

分以内となっており、今後もサービスの維持が求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

成果指標【目標値】

鉄道駅アクセス軸の運行間隔【現状以上】成果指標【目標値】

・鉄道駅アクセス軸の運行間隔は、路線ごとの需要に応じて設定されていると想

定され、利用促進により今後も需要を維持・増加していくことでサービス水準

を維持・向上することが求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

対象路線の現況水準 【運行間隔・朝】 

都心・主要駅アクセス幹線軸

～５分 
～５分 
～５分 

～５分 
～５分 

6～10分 

6～10 分 

～５分 
～５分 

6～10分 

バス起終点・分岐点 

～５分 

都心・主要駅アクセス幹線軸 

～５分 

6～10分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

バス起終点・分岐点 

～５分 

対象路線の現況水準 【運行間隔・夕】 

対象路線の現況水準 【運行間隔・日中】 

都心・主要駅アクセス幹線軸 

6～10分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

6～10 分 

バス起終点・分岐点 

※平日10～14時台の郊外⇒都心・主要駅方向 

※平成30年10月時点のダイヤより

※平日10～14時台の郊外⇒都心・主要駅方向 

※平成30年10月時点のダイヤより

※平日10～14時台の郊外⇒都心・主要駅方向 

※平成30年10月時点のダイヤより
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単位：分 単位：分

朝ピーク時における遅れ時間【５分以内】成果指標【目標値】

対象路線の現況水準 【朝ピーク時の遅れ時間】 

0:09 0:10
0:13

0:16
0:18

0:29

0:00

0:07

0:14

0:21

0:28

0:36

7/7 7/13 7/14

平日朝8時台の遅延状況：

新国道バス停（大宮駅西口行き）

平均 最大

0:09 0:08 0:08

0:20

0:15
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平日朝8時台の遅延状況：

大宮区役所バス停（大宮駅東口行き）

平均 最大
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平日朝8時台の遅延状況：

埼玉会館バス停（浦和駅西口行き）

平均 最大
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平日朝8時台の遅延状況：

東仲町バス停（浦和駅東口行き）

平均 最大

0:07 0:07 0:06
0:10

0:13

0:08

0:00

0:07

0:14

0:21

0:28

0:36

9/6 9/8 9/9

平日朝8時台の遅延状況：
埼玉メディカルセンターバス停（北浦和駅西口行き・国際興業バス新都01）

常盤十丁目バス停（北浦和駅西口行き・国際興業バス北浦03）
北浦和四丁目バス停（北浦和駅西口行き・西武バス北浦10）

平均 最大

0:01 0:01 0:01
0:03 0:02 0:02

0:00

0:07

0:14

0:21

0:28

0:36

9/6 9/8 9/9

平日朝8時台の遅延状況：

北浦和一丁目バス停（北浦和駅東口行き・国際興業バス）

平均 最大

サービス向上・維持の必要性 

・都心・主要駅アクセス幹線軸において、朝ピーク時における遅れ時間は、「大宮駅西口」

「大宮駅東口」「浦和駅西口」「浦和駅東口」「北浦和駅西口」で５分を超過しており、

改善が求められる。 

・特に、浦和駅・大宮駅の東西方面では、DID地区内からの所要時間が20分を超過して

いることも踏まえると、利用者目線から特に優先度が高いと考えられる。 

※大宮駅・浦和駅は平成 28年 7/7、7/13、7/14、北浦和駅は 9/6，9/8，9/9のデータ

出典：国際興業バス・西武バスバスロケーションシステム

大宮駅西口 大宮駅東口 浦和駅西口 

浦和駅東口 北浦和駅西口 北浦和駅東口 

DID 地区内から都心（主要駅）までの所要時間【概ね 20分以内】成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

・都心・主要駅アクセス幹線軸において、「浦和駅の東西方面」、「大宮駅の東西方面」

からは、距離に対して所要時間が長く、朝と日中で差があることから、朝ピーク時は道

路混雑が影響していると推察される。 

・これらの方面では、DID地区内からの所要時間が20分を上回っており、道路混雑への

対応を含めた改善が求められる。 

27(25)

22(18)
23(21)

20(16)

23(18)

15(14)

28(24)

23(21) 

14(14)

23(23) 
※平日8時（12時）頃に到着する郊外 

⇒都心・主要駅方向の最速系統を対象 

※平成30年10月時点運行ダイヤより 

※鉄道に乗換えが可能な宮原四丁目は

対象外とした

対象路線の現況水準 【所要時間 朝（日中）】 

都心・主要駅アクセス幹線軸

バス起終点・分岐点 
単位：分 単位：分 単位：分

単位：分

単位：分

単位：分
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基本方針３「地域のニーズに応じた生活交通の維持・確保」 

コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数【現状以上】 成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

・コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数は、年々増加傾向にあり、利用促進等によ

り、さらなる利用者増を目指していくことが求められる。 

現況水準【コミュニティバス・乗合タクシーの利用者数】 

基本方針４「まちの賑わいを創出する都心周辺回遊交通の強化」

※H29.2～西区指扇地区の乗合タクシーが本格運行を開始したことにより、

2017年度に乗合タクシーの利用者数が大幅に増加している。

293,140 301,455 313,420 325,855 332,607

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

2013 2014 2015 2016 2017

コミュニティバス利用者数

11,560 11,977
13,129 13,482

23,021

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013 2014 2015 2016 2017

乗合タクシー利用者数

出典：さいたま市資料

シェアサイクル利用回数（都市部周辺循環バスの利用者数）【現状以上】成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

・シェアサイクル利用回数は、経年的に増加傾向にあり、都心周辺回遊の活性化や来訪者

の増加により、さらなる増加を図ることが求められる。 

現況水準【シェアサイクル利用回数（都市部周辺循環バスの利用者数）】 

シェアサイクル利用回数の推移 

出典：さいたま市資料

※都心部周辺循環バスは現状では導入されていない

目標値：年間 

35.6 万人以上

7 5 79 35 7 8 37 57 30 22 55 265 477
993

1,916
2,639

3,554
4,033

4,833 4,957 4,712

6,526 6,614

8,535

12,442

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

利用回数
目標値：月間1.2 万回以上
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検討中 

検討中成果指標【目標値】

サービス向上・維持の必要性 

検討中

現況水準 

基本方針５「ＡＩ等の技術革新に伴う次世代技術・サービスの研究」
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基本方針６「みんなでつくり、支え、育む公共交通」 

市内の鉄道・バス利用者数 市民の鉄道・バスに対する満足度 

現況水準 【満足度】 

・市民の鉄道・バスの満足度については、現状で鉄道が約19％、バスが約11％に留まる

ため、設定した交通軸等に応じたサービスの向上・維持を図ることにより、現状以上と

することが求められる。

サービス向上・維持の必要性 

・市民の鉄道・バスに対する満足度【現状以上】 

・市内の鉄道・バス利用者数【現状以上】 

・鉄道やバスの代わりに自動車を利用する人の割合【現状以下】 

・バス、タクシーのうち次世代自動車の割合【10%以上】

297 299 304 310 319 322 320 319 321 326 334 333 344 348

50 49 50 51 53 54 51 52 53 55 55 55 56 56

1.00 1.01 1.03 1.04 1.07 1.08 1.08 1.08 1.08 1.10 1.13 1.12 
1.16 1.17 

1.00 0.97 1.00 1.01 
1.05 1.07 

1.02 1.04 1.06 1.08 1.09 1.09 1.10 1.12 

0.50

1.00

1.50

0

100

200

300

400

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

鉄道乗車人員 バス利用者数

鉄道乗車人員伸び率 バス利用者伸び率

年間乗車人員・利用者数（百万人） 乗車人員・利用者数伸び率

成果指標【目標値】

出典：市民意識調査（平成30年１月）

18.8%

10.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

鉄道

バス

総合的な満足度（満足＋やや満足）

N=325

N=299

目標値：18.8％以上

目標値：10.7％以上 

出典：さいたま市資料

現況水準 【利用者数】 

・市内の鉄道・バス利用者数については、これまで人口増加に伴って増加傾向が続いてき

たと推察されるが、今後は人口減少・高齢化の進展に向かうことも踏まえ、サービス向

上と併せた利用促進により増加・維持することが求められる。 

サービス向上・維持の必要性 
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14.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全体

公共交通の代わりに自動車を利用する割合

現況水準 【鉄道やバスの代わりに自動車を利用する人の割合】 

・鉄道・バスの代わりに自動車を利用する人の割合については、現状で約 15%であり、

公共交通サービスの維持・向上や、自動車から公共交通への転換促進により、現状以下

とすることが求められる。 

サービス向上・維持の必要性 

目標値：14.6％以下

出典：市民意識調査（平成30年１月）

問2-1、問2-3、問2-5 を元に算出

・バス・タクシーのうち、環境性能が高く、災害時の電力供給が可能な電気自動車（プラ

グインハイブリッド自動車を含む）や燃料電池自動車などの次世代自動車の割合１割以

上を目指す。 

サービス向上・維持の必要性 

出典：次世代自動車戦略2010（経済産業省）

【参考】さいたま市内次世代自動車普及状況

※次世代自動車…電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド（プラグイン含む）

自動車、燃料電池自動車 

現況水準【バス、タクシーのうち次世代自動車の割合】 


